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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第63期

第２四半期

連結累計期間

第64期

第２四半期

連結累計期間

第63期

第２四半期

連結会計期間

第64期

第２四半期

連結会計期間

第63期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 4,266,7464,304,2672,106,2482,283,9988,577,597

経常利益 （千円） 57,671132,93551,403114,616287,689

四半期（当期）純利益 （千円） 47,190 75,558 34,071 63,642149,508

純資産額 （千円） － － 1,356,7531,493,6181,459,531

総資産額 （千円） － － 6,987,5697,155,8007,368,229

１株当たり純資産額 （円） － － 93.68 103.14 100.78

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 3.26 5.22 2.35 4.39 10.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 19.4 20.9 19.8

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 333,893337,350 － － 588,363

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △56,756△114,972 － － △202,600

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △432,519△354,340 － － △289,084

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 566,335686,434818,396

従業員数 （人） － － 567 564 558

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 564　

(注) １　従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数の中に、臨時従業員は含んでおりません。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 521　

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数の中に、臨時従業員は含んでおりません。

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

 3/33



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における情報サービス事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　金額(千円) 前年同四半期比(％)

情報サービス事業 1,454,373 －

合計 1,454,373 －

(注) １　金額は販売金額によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注状況

当第２四半期連結会計期間における情報サービス事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

情報サービス事業を除く事業については受注生産を行っておりません。

セグメントの名称 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

情報サービス事業 1,482,430 － 680,052 －

合計 1,482,430 － 680,052 －

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　金額(千円) 前年同四半期比(％)

情報サービス事業 1,501,808 －

物流事業 782,190 －

合計 2,283,998 －

　
(注) １　主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合。

　

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本製粉㈱ 253,171 12.0 261,493 11.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、大手の企業の収益には改善がみられ、設備投資の下

げ止まりの傾向が見え始めるものの、欧米の景気減速懸念や急激な円高進行などにより、引き続き不透明

な経営環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループの売上高は22億83百万円（前年同四半期比8.4％増）、営業利益

は１億17百万円（前年同四半期比120.3％増）、経常利益は１億14百万円（前年同四半期比123.0％増）、

四半期純利益は63百万円（前年同四半期比86.8％増）となりました。

なお、当第２四半期連結会計期間においては、関係会社清算損５百万円を特別損失に計上しておりま

す。

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号　平成21年３月27日）を適用しておりますが、区分に相違がないため、前年同四半期比較については、

前年同四半期実績数値を使用しております。

売上高においては、情報サービス事業は、主力となるソフトウェア受託開発事業において首都圏に回復

傾向が見られるものの関西圏ではまだ厳しさが続いており、また人事・給与を中心としたプロダクト事

業も引合案件は出て来ておりますが最終決定までには至らず、それぞれ前年度を割り込んでおります。し

かしながら、３年目を迎えたデータセンター事業が前年度を上回って推移しており、その結果、売上高は

15億１百万円（前年同四半期比12.1％増）となりました。

また、物流事業全体の売上高は７億82百万円（前年同四半期比2.1％増）となりました。

各事業の概況は次のとおりであります。

陸運事業は、小麦粉の輸送は堅調に推移したものの、セメントの輸送は需要の低迷から減少を続けてお

り、売上高は３億89百万円（前年同四半期比0.9％増）にとどまりました。

海運事業は、建材埠頭での骨材取扱いが不調ながら、海貨取扱業務の回復と原糖本船荷役作業等の港湾

運送業務の増加により、売上高１億72百万円（前年同四半期比16.2％増）となりました。

倉庫事業は、芝浦、大井両倉庫の取扱高は増加したものの、東扇島冷蔵倉庫等の売上減少により、売上高

は２億19百万円（前年同四半期比5.0％減）となりました。

営業利益においては、情報サービス事業は上記のとおり売上の増加により、営業利益１億２百万円（前

年同四半期比17.9％増）となりました。また、物流事業は陸運事業における燃料改善等のコストダ

ウンによる増益と海運事業の取扱い増加による利益の拡大で、売上減少に伴う倉庫事業の利益の減少を

カバーして、営業利益85百万円（前年同四半期比41.4％増）となりました。なお、営業利益より控除して

いない一般管理費等の全社費用については、のれん償却の終了などにより70百万円（前年同四半期比
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24.8％減）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は２億12百万円、負

債は２億46百万円それぞれ減少し、純資産は34百万円増加いたしました。

総資産の主な変動要因は、現金及び預金の減少１億31百万円、受取手形及び売掛金の減少１億74百万

円、たな卸資産の増加97百万円などによるものであります。

負債の主な変動要因は、長・短期借入金の減少３億14百万円、退職給付引当金の増加34百万円などによ

るものであります。

純資産の主な変動要因は、四半期純利益75百万円の計上と、配当36百万円による利益剰余金の取り崩し

などによるものであります。なお、有形固定資産の売却により土地再評価差額金の増加１億26百万円、利

益剰余金の減少１億26百万円が生じておりますが、純資産の増減には影響を与えておりません。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連

結会計期間末に比べ、１億76百万円減少し、６億86百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は74百万円（前年同四半期に使用した資金は15百万円）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益１億10百万円、減価償却費80百万円、賞与引当金の減少１億47百

万円、売上債権の増加１億11百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は47百万円（前年同四半期に使用した資金は17百万円）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出51百万によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は54百万円（前年同四半期に使用した資金は５億35百万円）となりまし

た。これは主に、長・短期借入れによる収入１億70百万円、長期借入金の返済による支出２億17百万円に

よるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000

計 52,800,000

　
②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 14,500,000 14,500,000
東京証券取引所　　　
市場第二部

単元株式数は1,000
株であります。

計 14,500,000 14,500,000－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年9月30日 － 14,500－ 765,000－ 125,000
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

鈴与商事㈱ 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 1,716 11.83

鈴与興産㈱ 東京都渋谷区渋谷２丁目７番６－402号 1,620 11.17

鈴与トラックステーション㈱ 東京都千代田区丸の内２丁目３番２号 1,320 9.10

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲３丁目３番３号 1,000 6.89

中央三井信託銀行㈱（常任代理
人　日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱）

東京都港区芝３丁目33番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

660 4.55

㈱みずほコーポレート銀行（常
任代理人　資産管理サービス信託
銀行㈱）

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

618 4.26

鈴与建設㈱ 静岡県静岡市清水区松原町５番17号 523 3.60

㈱清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町２番１号 500 3.44

㈱静岡銀行（常任代理人　日本マ
スタートラスト信託銀行㈱）

静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地
（東京都港区浜松町２丁目11番３号）

500 3.44

鈴与自動車運送㈱
静岡県静岡市清水区興津清見寺町1375番地51
号

450 3.10

㈱イワタ 静岡県静岡市清水区長崎300番地 450 3.10

清水食品㈱ 静岡県静岡市清水区築地町11番地26号 450 3.10

計 ― 9,807 67.63

(注) 所有株式数は千株未満を、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて

     表示しております。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 18,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,444,00014,444 －

単元未満株式 普通株式 38,000 －
一単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 　 14,500,000－ －

総株主の議決権 　 － 14,444 －

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式219株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

鈴与シンワート㈱
東京都港区芝浦
１丁目14番14号

18,000 － 18,000 0.12

計 － 18,000 － 18,000 0.12

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 140 147 150 140 128 134

最低(円) 129 137 128 121 127 122

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 686,434 818,396

受取手形及び売掛金 1,232,345 1,407,141

商品及び製品 3,223 7,405

仕掛品 174,282 72,594

原材料及び貯蔵品 344 368

繰延税金資産 127,178 127,178

その他 53,377 31,095

貸倒引当金 △4,798 △4,785

流動資産合計 2,272,386 2,459,393

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,176,139 1,240,072

機械装置及び運搬具（純額） 267,517 266,885

土地 2,489,232 2,523,182

その他（純額） 183,513 122,658

有形固定資産合計 ※１
 4,116,402

※１
 4,152,798

無形固定資産

その他 145,534 146,190

無形固定資産合計 145,534 146,190

投資その他の資産

投資有価証券 164,975 157,110

繰延税金資産 343,349 339,915

その他 137,132 136,810

貸倒引当金 △23,979 △23,990

投資その他の資産合計 621,477 609,845

固定資産合計 4,883,414 4,908,835

資産合計 7,155,800 7,368,229
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 494,284 488,469

短期借入金 1,977,500 1,961,400

未払法人税等 60,844 71,457

賞与引当金 298,170 291,172

受注損失引当金 1,458 1,786

その他 189,354 190,410

流動負債合計 3,021,613 3,004,695

固定負債

長期借入金 1,490,950 1,821,500

再評価に係る繰延税金負債 139,633 139,633

退職給付引当金 904,489 870,287

役員退職慰労引当金 5,180 4,130

その他 100,315 68,449

固定負債合計 2,640,568 2,904,001

負債合計 5,662,182 5,908,697

純資産の部

株主資本

資本金 765,000 765,000

資本剰余金 125,000 125,000

利益剰余金 453,352 540,681

自己株式 △3,223 △3,060

株主資本合計 1,340,129 1,427,620

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9,144 △4,042

土地再評価差額金 162,633 35,953

評価・換算差額等合計 153,488 31,911

純資産合計 1,493,618 1,459,531

負債純資産合計 7,155,800 7,368,229
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,266,746 4,304,267

売上原価 3,992,337 3,995,328

売上総利益 274,409 308,939

販売費及び一般管理費 ※１
 205,642

※１
 169,026

営業利益 68,766 139,912

営業外収益

受取利息 49 56

受取配当金 805 1,078

持分法による投資利益 10,440 10,431

受取賃貸料 13,597 11,122

その他 1,135 2,262

営業外収益合計 26,028 24,951

営業外費用

支払利息 31,355 27,363

その他 5,767 4,564

営業外費用合計 37,123 31,928

経常利益 57,671 132,935

特別利益

前期損益修正益 ※２
 17,032 －

固定資産売却益 200 8,329

その他 1,659 －

特別利益合計 18,892 8,329

特別損失

固定資産売却損 － 321

固定資産除却損 － 22

関係会社清算損 － 5,341

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,780

特別損失合計 － 12,465

税金等調整前四半期純利益 76,563 128,798

法人税等 ※３
 29,373

※３
 53,240

少数株主損益調整前四半期純利益 － 75,558

四半期純利益 47,190 75,558
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 2,106,248 2,283,998

売上原価 1,951,058 2,090,560

売上総利益 155,189 193,437

販売費及び一般管理費 ※１
 101,937

※１
 76,142

営業利益 53,252 117,295

営業外収益

受取利息 46 56

受取配当金 11 2

持分法による投資利益 8,441 6,908

受取賃貸料 6,907 4,896

その他 495 1,252

営業外収益合計 15,902 13,115

営業外費用

支払利息 14,919 13,231

その他 2,832 2,563

営業外費用合計 17,751 15,795

経常利益 51,403 114,616

特別利益

固定資産売却益 － 1,389

その他 1,896 －

特別利益合計 1,896 1,389

特別損失

関係会社清算損 － 5,341

特別損失合計 － 5,341

税金等調整前四半期純利益 53,299 110,663

法人税等 ※２
 19,228

※２
 47,021

少数株主損益調整前四半期純利益 － 63,642

四半期純利益 34,071 63,642
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 76,563 128,798

減価償却費 165,671 152,060

貸倒損失 5,074 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,658 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,629 6,998

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △327

退職給付引当金の増減額（△は減少） 49,882 34,201

受取利息及び受取配当金 △855 △1,135

支払利息 31,355 27,363

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 760 1,050

のれん償却額 20,000 －

持分法による投資損益（△は益） △10,440 △10,431

有形固定資産売却損益（△は益） △200 △8,007

有形固定資産除却損 － 22

関係会社清算損益（△は益） － 5,341

前期損益修正損益（△は益） △17,032 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,780

売上債権の増減額（△は増加） 637,318 174,795

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,184 △97,481

仕入債務の増減額（△は減少） △481,926 5,815

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,964 △3,867

その他 △33,433 2,139

小計 431,560 424,118

利息及び配当金の受取額 855 1,135

利息の支払額 △31,599 △27,673

法人税等の支払額 △66,922 △60,229

営業活動によるキャッシュ・フロー 333,893 337,350

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △61,258 △153,751

有形固定資産の売却による収入 200 55,127

無形固定資産の取得による支出 △300 △8,397

投資有価証券の取得による支出 △2,400 △16,902

短期貸付金の純増減額（△は増加） △15 20

長期貸付金の回収による収入 320 200

敷金及び保証金の差入による支出 △824 △743

敷金及び保証金の回収による収入 3,251 200

関係会社の清算による収入 － 5,590

その他 4,271 3,683

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,756 △114,972
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 20,000

長期借入れによる収入 200,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △444,950 △434,450

リース債務の返済による支出 △1,488 △3,531

配当金の支払額 △36,054 △36,196

自己株式の取得による支出 △26 △162

財務活動によるキャッシュ・フロー △432,519 △354,340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △155,382 △131,962

現金及び現金同等物の期首残高 721,718 818,396

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 566,335

※
 686,434
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

１．資産除去債務に関する会計基準の適用
第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20
年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　
平成20年３月31日）を適用しております。
これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は6,780千円減少しておりま
す。

 

２．「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適
用
第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月
10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号
　平成20年３月10日）を適用しております。
これによる当第２四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は
ありません。

 

３．企業結合に関する会計基準等の適用
第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12
月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研
究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」
（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基
準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与
える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸
表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２
四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸
表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２
四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．固定資産の減価償却費の算定方法
固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を
期間按分する方法によっております。
なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して
算出する方法によっております。

 

２．経過勘定項目の算定方法
合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

税金費用の計算
法人税等は、法定実効税率を基礎とした年間予測税率により計算しております。なお、法人税等調
整額は、法人税等に含めて表示しております。

　
　

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 4,337,317千円
 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 4,220,221千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金
額は次のとおりであります。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金
額は次のとおりであります。

 

給料 55,047千円

賞与引当金繰入額 15,742千円

退職給付費用 2,230千円

役員退職慰労引当金繰入額 760千円

貸倒損失
 

5,074千円
　

給料 55,487千円

賞与引当金繰入額 16,179千円

退職給付費用 2,059千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,050千円

　

※２　前期損益修正益

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第
15号平成19年12月27日）第25項に基づき、平成21年
４月１日時点で存在する同会計基準を適用したこと
による過年度の開発の進捗に見合う利益でありま
す。

なお、過年度の開発の進捗に対応する収益は
154,265千円、原価137,233千円であり、それらを相殺
して17,032千円を前期損益修正益として計上してお
ります。

 

　２　　　　　　――――――

※３　「法人税、住民税及び事業税」および「法人税等
調整額」を「法人税等」として一括掲記しておりま
す。

※３　同左

　 　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金
額は次のとおりであります。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金
額は次のとおりであります。

 

給料 25,432千円

賞与引当金繰入額 9,224千円

退職給付費用 1,115千円

役員退職慰労引当金繰入額 310千円

貸倒損失
 

5,074千円

　

給料 27,600千円

賞与引当金繰入額 7,803千円

退職給付費用 1,090千円

役員退職慰労引当金繰入額 600千円

　

※２　「法人税、住民税及び事業税」および「法人税等
調整額」を「法人税等」として一括掲記しておりま
す。

※２　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 566,335千円

現金及び現金同等物 566,335千円
　

　

現金及び預金勘定 686,434千円

現金及び現金同等物 686,434千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 14,500,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 18,219

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月24日
定時株主総会

普通株式 36,207 2.50平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　 配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
情報サービス
事業

(千円)

物流事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 1,340,052766,1952,106,248 － 2,106,248

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － －

計 1,340,052766,1952,106,248 － 2,106,248

営業利益 86,951 60,627 147,579(94,326) 53,252

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1) 情報サービス事業……情報サービス部門

(2) 物流事業………………陸運、海運、倉庫部門

３　（会計方針の変更）

受注制作のソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準の変更

受注制作ソフトウェア開発に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用

し、第１四半期連結会計期間の期首に存在するソフトウェア開発契約を含むすべてのソフトウェア開発契約

において当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについては工

事進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の見積もりは工数の発生比率による。）を、その他のものについては

工事完成基準を適用しております。
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前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
情報サービス
事業

(千円)

物流事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 2,710,1951,556,5514,266,746 － 4,266,746

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,710,1951,556,5514,266,746 － 4,266,746

営業利益 138,314 121,766 260,081(191,314)68,766

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1) 情報サービス事業……情報サービス部門

(2) 物流事業………………陸運、海運、倉庫部門

３　（会計方針の変更）

受注制作のソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準の変更

受注制作ソフトウェア開発に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用

し、第１四半期連結会計期間の期首に存在するソフトウェア開発契約を含むすべてのソフトウェア開発契約

において当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについては工

事進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の見積もりは工数の発生比率による。）を、その他のものについては

工事完成基準を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法に比較して、情報サービス事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は83,985

千円増加し、営業利益は32,899千円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

すべて国内の取引であるため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

海外売上高はありません。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社は、事業部別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は事業部別のセグメントから構成されており、ソフトウェア受託開発を主とする

「情報サービス事業」と荷役から貨物の保管、流通加工、貨物輸送などの「物流事業」の２つを報告セ

グメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

情報サービス
事業

物流事業 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 2,730,2101,574,0574,304,267 － 4,304,267

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,730,2101,574,0574,304,267 － 4,304,267

セグメント利益 138,697 158,072 296,770△156,858 139,912

(注)１  セグメント利益の調整額△156,858千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等の全社費用

　　　　であります。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期報告書
損益計算書
計上額
（注）２

情報サービス
事業

物流事業 計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,501,808782,1902,283,998 － 2,283,998

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － －

計 1,501,808782,1902,283,998 － 2,283,998

セグメント利益 102,473 85,751 188,224△70,928 117,295

(注)１  セグメント利益の調整額△70,928千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等の全社費用

　　　　であります。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の総額について重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額について重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

27/33



　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

　 103円14銭

　

　

　 100円78銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,493,618 1,459,531

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,493,618 1,459,531

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

14,481,781 14,482,984

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益金額 3円26銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在していないため記載しており
ません。

 

１株当たり四半期純利益金額 5円22銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在していないため記載しており
ません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 47,190 75,558

普通株式に係る四半期純利益（千円） 47,190 75,558

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 14,483,237 14,482,497
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 2円35銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在していないため記載しており
ません。

　

１株当たり四半期純利益金額 4円39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在していないため記載しており
ません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 34,071 63,642

普通株式に係る四半期純利益（千円） 34,071 63,642

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 14,483,187 14,482,155

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

前連結会計年度末に比べてリース取引残高に著しい変動はありません。

　

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

29/33



　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月10日

鈴与シンワート株式会社

取締役会  御中

　

監査法人　大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    池    上    健    志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    村    尋    人    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鈴与

シンワート株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鈴与シンワート株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用

している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

32/33



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月10日

鈴与シンワート株式会社

取締役会  御中

　

監査法人　大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    池    上    健    志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    村    尋    人    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鈴与

シンワート株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鈴与シンワート株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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